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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 123,679

受取手形及び売掛金 ※1, ※2  620,858

商品及び製品 ※1  630,072

仕掛品 ※1  4,320

原材料及び貯蔵品 ※1  26,687

その他 14,626

貸倒引当金 △33,973

流動資産合計 1,386,271

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 15,370

減価償却累計額 △7,945

建物及び構築物（純額） 7,424

機械装置及び運搬具 8,752

減価償却累計額 △8,116

機械装置及び運搬具（純額） 635

工具、器具及び備品 314,524

減価償却累計額 △230,394

工具、器具及び備品（純額） 84,129

有形固定資産合計 92,189

無形固定資産  

ソフトウエア 26,454

その他 10,730

無形固定資産合計 37,185

投資その他の資産  

破産更生債権等 421,020

差入保証金 52,455

その他 1,309

貸倒引当金 △396,141

投資その他の資産合計 78,643

固定資産合計 208,018

資産合計 1,594,289

─ 30 ─



(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 156,320

短期借入金 ※1  130,000

1年内返済予定の長期借入金 60,500

未払金 93,825

未払法人税等 8,530

返品調整引当金 5,000

ポイント引当金 3,100

その他 90,842

流動負債合計 548,117

負債合計 548,117

純資産の部  

株主資本  

資本金 903,408

資本剰余金 221,490

利益剰余金 △74,513

自己株式 △4,213

株主資本合計 1,046,171

純資産合計 1,046,171

負債純資産合計 1,594,289

─ 31 ─



②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 4,180,435

売上原価 ※1  2,132,921

売上総利益 2,047,513

返品調整引当金戻入額 9,000

返品調整引当金繰入額 5,000

差引売上総利益 2,051,513

販売費及び一般管理費 ※2  2,038,270

営業利益 13,242

営業外収益  

受取利息 14

その他 3,925

営業外収益合計 3,939

営業外費用  

支払利息 13,385

株式交付費 15,670

借入手数料 11,717

為替差損 999

その他 5,464

営業外費用合計 47,237

経常損失（△） △30,054

特別利益  

債務免除益 18,000

特別利益合計 18,000

特別損失  

前期損益修正損 ※3  5,352

貸倒引当金繰入額 4,432

固定資産除却損 ※4  12,098

店舗閉鎖損失 5,728

本社移転費用 14,975

長期前払費用臨時償却 12,380

関係会社整理損 1,501

特別損失合計 56,468

税金等調整前当期純損失（△） △68,523

法人税、住民税及び事業税 5,990

法人税等合計 5,990

当期純損失（△） △74,513
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 11,903,176

当期変動額  

新株の発行 221,490

資本金から剰余金への振替 △11,221,258

当期変動額合計 △10,999,768

当期末残高 903,408

資本剰余金  

前期末残高 1,611,749

当期変動額  

新株の発行 221,490

資本金から剰余金への振替 11,221,258

準備金から剰余金への振替 －

欠損填補 △12,833,007

当期変動額合計 △1,390,259

当期末残高 221,490

利益剰余金  

前期末残高 △12,833,007

当期変動額  

欠損填補 12,833,007

当期純損失（△） △74,513

当期変動額合計 12,758,493

当期末残高 △74,513

自己株式  

前期末残高 △4,204

当期変動額  

自己株式の取得 △8

当期変動額合計 △8

当期末残高 △4,213

株主資本合計  

前期末残高 677,713

当期変動額  

新株の発行 442,980

資本金から剰余金への振替 －

準備金から剰余金への振替 －

欠損填補 －

当期純損失（△） △74,513

自己株式の取得 △8

当期変動額合計 368,457

当期末残高 1,046,171
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(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

新株予約権  

前期末残高 5,980

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,980

当期変動額合計 △5,980

当期末残高 －

純資産合計  

前期末残高 683,693

当期変動額  

新株の発行 442,980

資本金から剰余金への振替 －

準備金から剰余金への振替 －

欠損填補 －

当期純損失（△） △74,513

自己株式の取得 △8

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,980

当期変動額合計 362,477

当期末残高 1,046,171
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純損失（△） △68,523

減価償却費 51,842

長期前払費用償却額 15,833

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,760

確定拠出年金移行時未払金の増減額（△は減少） △23,012

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000

返品調整引当金の増減額（△は減少） △4,000

ポイント引当金の増減額（△は減少） 600

受取利息及び受取配当金 △14

支払利息 13,385

固定資産除却損 12,098

本社移転費用 11,994

債務免除益 △10,000

売上債権の増減額（△は増加） 94,877

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,860

仕入債務の増減額（△は減少） △67,823

その他 △61,664

小計 △66,025

利息及び配当金の受取額 14

利息の支払額 △12,023

法人税等の支払額 △6,668

営業活動によるキャッシュ・フロー △84,703

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △6,724

無形固定資産の取得による支出 △2,800

その他の収入 11,867

その他の支出 △166

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,176

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 30,000

短期借入金の返済による支出 △128,186

社債の償還による支出 △150,000

株式の発行による収入 421,329

自己株式の取得による支出 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 173,134

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 90,607

現金及び現金同等物の期首残高 33,071

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  123,679
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

第46期 
(平成21年３月31日) 

第47期 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,071 122,953

受取手形 ※1, ※2  42,638 ※1, ※2  16,686

売掛金 ※1  673,097 ※1  604,171

商品及び製品 ※1  615,480 ※1  630,072

仕掛品 ※1  11,456 ※1  4,320

原材料及び貯蔵品 ※1  25,283 ※1  26,687

前渡金 7,546 6,001

前払費用 4,179 1,870

未収入金 3,244 －

その他 4,101 6,755

貸倒引当金 △27,614 △33,973

流動資産合計 1,392,485 1,385,545

固定資産   

有形固定資産   

建物 19,650 15,370

減価償却累計額 △8,513 △7,945

建物（純額） 11,136 7,424

機械及び装置 2,092 1,962

減価償却累計額 △2,029 △1,922

機械及び装置（純額） 62 39

車両運搬具 6,790 6,790

減価償却累計額 △5,750 △6,193

車両運搬具（純額） 1,039 596

工具、器具及び備品 319,377 314,524

減価償却累計額 △196,821 △230,394

工具、器具及び備品（純額） 122,555 84,129

有形固定資産合計 134,794 92,189

無形固定資産   

商標権 0 0

ソフトウエア 40,062 26,454

電話加入権 10,730 10,730

無形固定資産合計 50,792 37,185

投資その他の資産   

関係会社株式 － 1,000

破産更生債権等 439,889 421,020

長期前払費用 16,287 285

差入保証金 81,959 52,455

その他 1,463 1,024

貸倒引当金 △415,261 △396,141

投資その他の資産合計 124,339 79,643

固定資産合計 309,926 209,018

資産合計 1,702,411 1,594,563
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(単位：千円)

第46期 
(平成21年３月31日) 

第47期 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 224,143 156,320

短期借入金 ※1  207,000 ※1  112,000

株主、役員又は従業員からの短期借入金 21,186 18,000

1年内返済予定の長期借入金 － 8,650

株主、役員又は従業員からの1年内返済予定の
長期借入金

－ 51,850

1年内償還予定の社債 30,000 －

未払金 143,821 94,000

未払費用 68,319 54,979

未払法人税等 27,999 8,456

未払事業所税 5,077 1,762

未払消費税等 30,287 25,181

預り金 25,869 8,912

返品調整引当金 9,000 5,000

賞与引当金 10,000 －

ポイント引当金 2,500 3,100

流動負債合計 805,205 548,214

固定負債   

社債 130,000 －

長期借入金 11,900 －

株主、役員又は従業員からの長期借入金 48,600 －

確定拠出年金移行時未払金 23,012 －

固定負債合計 213,512 －

負債合計 1,018,718 548,214

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,903,176 903,408

資本剰余金   

資本準備金 1,611,749 221,490

資本剰余金合計 1,611,749 221,490

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △12,833,007 △74,335

利益剰余金合計 △12,833,007 △74,335

自己株式 △4,204 △4,213

株主資本合計 677,713 1,046,349

新株予約権 5,980 －

純資産合計 683,693 1,046,349

負債純資産合計 1,702,411 1,594,563
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

第47期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 4,972,382 4,180,350

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 812,329 615,480

当期製品製造原価 432,171 388,544

当期商品仕入高 2,221,428 1,758,969

他勘定振替高 ※2  64,814 －

商品及び製品期末たな卸高 615,480 630,072

売上原価合計 ※1  2,785,635 ※1  2,132,921

売上総利益 2,186,747 2,047,428

返品調整引当金戻入額 40,000 9,000

返品調整引当金繰入額 9,000 5,000

差引売上総利益 2,217,747 2,051,428

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 93,339 73,206

販売促進費 85,550 65,082

ポイント引当金繰入額 － 4,185

給料及び手当 698,034 624,619

賞与 15,901 7,527

退職給付費用 9,390 8,529

賃借料 886,188 680,168

支払手数料 380,921 225,090

租税公課 42,179 19,664

減価償却費 71,654 47,171

貸倒引当金繰入額 － 3,414

その他 370,854 279,692

販売費及び一般管理費合計 2,654,013 2,038,353

営業利益又は営業損失（△） △436,265 13,075

営業外収益   

受取利息 153 14

その他 4,652 3,925

営業外収益合計 4,806 3,939

営業外費用   

支払利息 29,102 13,385

株式交付費償却 4,039 －

株式交付費 20,007 15,670

借入手数料 57,645 11,717

為替差損 357 999

その他 12,759 5,191

営業外費用合計 123,912 46,964

経常損失（△） △555,371 △29,949
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(単位：千円)

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

第47期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※3  74 －

貸倒引当金戻入額 14,101 －

新株予約権消却益 3,123 －

債務免除益 － 18,000

特別利益合計 17,299 18,000

特別損失   

前期損益修正損 － ※4  5,352

貸倒引当金繰入額 213,347 4,432

固定資産売却損 ※5  5,645 －

固定資産除却損 ※6  33,665 ※6  12,098

減損損失 ※7  16,542 －

店舗閉鎖損失 18,241 5,728

本社移転費用 － 14,975

関係会社整理損 3,793 1,501

たな卸資産除却損 ※2  64,814 －

長期前払費用臨時償却 － 12,380

その他 37,405 －

特別損失合計 393,455 56,468

税引前当期純損失（△） △931,527 △68,418

法人税、住民税及び事業税 5,192 5,916

法人税等調整額 △2,560 －

法人税等合計 2,631 5,916

当期純損失（△） △934,159 △74,335
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

第47期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,318,981 11,903,176

当期変動額   

新株の発行 584,195 221,490

資本金から剰余金への振替 － △11,221,258

当期変動額合計 584,195 △10,999,768

当期末残高 11,903,176 903,408

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,083,554 1,611,749

当期変動額   

新株の発行 528,195 221,490

準備金から剰余金への振替 － △1,611,749

当期変動額合計 528,195 △1,390,259

当期末残高 1,611,749 221,490

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

資本金から剰余金への振替 － 11,221,258

準備金から剰余金への振替 － 1,611,749

欠損填補 － △12,833,007

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 1,083,554 1,611,749

当期変動額   

新株の発行 528,195 221,490

資本金から剰余金への振替 － 11,221,258

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － △12,833,007

当期変動額合計 528,195 △1,390,259

当期末残高 1,611,749 221,490

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △11,902,688 △12,833,007

当期変動額   

欠損填補 － 12,833,007

当期純損失（△） △934,159 △74,335

土地再評価差額金の取崩 3,840 －

当期変動額合計 △930,318 12,758,672

当期末残高 △12,833,007 △74,335
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(単位：千円)

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

第47期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 △11,902,688 △12,833,007

当期変動額   

欠損填補 － 12,833,007

当期純損失（△） △934,159 △74,335

土地再評価差額金の取崩 3,840 －

当期変動額合計 △930,318 12,758,672

当期末残高 △12,833,007 △74,335

自己株式   

前期末残高 △4,183 △4,204

当期変動額   

自己株式の取得 △21 △8

当期変動額合計 △21 △8

当期末残高 △4,204 △4,213

株主資本合計   

前期末残高 495,663 677,713

当期変動額   

新株の発行 1,112,390 442,980

資本金から剰余金への振替 － －

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △934,159 △74,335

自己株式の取得 △21 △8

土地再評価差額金の取崩 3,840 －

当期変動額合計 182,049 368,636

当期末残高 677,713 1,046,349

評価・換算差額等   

土地再評価差額金   

前期末残高 3,840 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,840 －

当期変動額合計 △3,840 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,840 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,840 －

当期変動額合計 △3,840 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

第47期 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

新株予約権   

前期末残高 － 5,980

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,980 △5,980

当期変動額合計 5,980 △5,980

当期末残高 5,980 －

純資産合計   

前期末残高 499,504 683,693

当期変動額   

新株の発行 1,112,390 442,980

資本金から剰余金への振替 － －

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △934,159 △74,335

自己株式の取得 △21 △8

土地再評価差額金の取崩 3,840 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,139 △5,980

当期変動額合計 184,189 362,656

当期末残高 683,693 1,046,349
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純損失（△） △931,527

減価償却費 78,689

減損損失 16,542

繰延資産償却額 4,039

長期前払費用償却額 5,096

貸倒引当金の増減額（△は減少） 195,108

確定拠出年金移行時未払金の増減額（△は減少） △47,308

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,000

返品調整引当金の増減額（△は減少） △31,000

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,500

新株予約権消却益 △3,123

受取利息及び受取配当金 △153

支払利息 29,102

固定資産売却損益（△は益） 5,570

固定資産除却損 33,665

本社移転費用 17,325

売上債権の増減額（△は増加） 310,284

たな卸資産の増減額（△は増加） 189,042

仕入債務の増減額（△は減少） 159,292

その他 122,273

小計 149,419

利息及び配当金の受取額 153

利息の支払額 △30,008

法人税等の支払額 △6,894

営業活動によるキャッシュ・フロー 112,670

投資活動によるキャッシュ・フロー  

長期性預金の払戻による収入 22,053

有形固定資産の売却による収入 1,962

有形固定資産の取得による支出 △17,619

無形固定資産の取得による支出 △24,238

その他の収入 18,236

その他の支出 △6,437

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,042

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 21,186

短期借入金の返済による支出 △278,000

長期借入れによる収入 89,000

社債の償還による支出 △1,120,000

株式の発行による収入 1,062,992

新株予約権の発行による収入 10,470

新株予約権の取得による支出 △371

自己株式の取得による支出 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー △214,743

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △108,115

現金及び現金同等物の期首残高 141,186

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  33,071
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平成22年６月25日

株式会社キムラタン 

取締役会 御中 

 

  
＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社キムラタンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社キムラタン及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キムラ

タンの平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統

制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社キムラタンが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

  神 明 監 査 法 人

代表社員
公認会計士 田 村 一 美 ㊞

業務執行社員

代表社員
公認会計士 竹 川 正 剛 ㊞

業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



   
平成21年６月26日

株式会社キムラタン 

取締役会 御中 

 

  
＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社キムラタンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第46期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属
明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か
ら財務諸表に対する意見を表明することにある。  
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社キムラタンの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
１． 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度において25億34百万円の

当期純損失及び８億４百万円のマイナス営業キャッシュ・フローを計上し、また、当事業年度において
９億34百万円の当期純損失を計上している。当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ
させるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。
なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されて
いる。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を財務諸表
には反映していない。 

２． 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成21年６月８日開催の取締役会及び平成21年６月25日開
催の定時株主総会において、資本金及び資本準備金の減少並びに剰余金の処分を決議した。資本の減
少・剰余金の処分の方法は、発行済株式総数の変更は行わず、資本金及び資本準備金を減少させてその
他資本剰余金に振り替えるとともに、資本減少の効力が発生することを条件に、剰余金の処分として繰
越欠損金を填補する方法による。 

  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キムラ

タンの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統
制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載
を完全には防止又は発見することができない可能性がある。  
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  
 当監査法人は、株式会社キムラタンが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。 
  

追記情報 
内部統制報告書に記載のとおり、会社は物流業務の一部を外部に委託することを決定している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

  神 明 監 査 法 人

代表社員
公認会計士 延 﨑 弘 志 ㊞

業務執行社員

代表社員
公認会計士 田 村 一 美 ㊞

業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



   
平成22年６月25日

株式会社キムラタン 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社キムラタンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第47期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社キムラタンの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

  神 明 監 査 法 人

代表社員
公認会計士 田 村 一 美 ㊞

業務執行社員

代表社員
公認会計士 竹 川 正 剛 ㊞

業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 株式会社キムラタン 

【英訳名】 KIMURATAN CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  浅 川 岳 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区港島六丁目６番地２ 

神和ビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長浅川岳彦は、当社の財務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有してお

り、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を

整備及び運用しております。  

 ただし、財務報告に係る内部統制は、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合や、

当初想定していなかった組織内外の環境の変化等には、必ずしも対応しない場合があるなど、固有の限界

を有するため、財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

当社代表取締役社長浅川岳彦は、平成22年３月31日を基準日とし、一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価を実施いたしました。  

 財務報告に係る内部統制の評価の概要については、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす

内部統制（全社的な内部統制）の整備及び運用状況を評価し、その評価結果を踏まえ評価対象とした業務

プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の

要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額

的及び質的影響の重要性を考慮しており、当社及び連結子会社１社を対象として行った全社的な内部統制

の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、前事業年度の売上高を指標として、概ね２／３以

上を基準として重要な事業拠点を選定し、当該事業拠点における、当社の事業目的に大きく関わる勘定科

目である「売上高」、「売掛金」、「棚卸資産」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さら

に、財務報告への影響を勘案して、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定

科目に係る業務プロセスについても、個別に評価対象に追加いたしました。 

  

上記の評価の結果、当社代表取締役社長浅川岳彦は、平成22年３月31日現在における当社の財務報告に

係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

  

付記すべき事項はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 株式会社キムラタン 

【英訳名】 KIMURATAN CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 浅 川 岳 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区港島六丁目６番地２ 

神和ビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長浅川岳彦は、当社の第47期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




